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会計公準の意義
松尾 率 正
I.はじめに
財務会計の再検討を迫まる気風が近年ほど高揚したのも珍しい。それは社
会科学の一分野として分科•発展してきた会計が行動科学やコソビュークー
・サイエンス等の隣接諸科学との統合を迫まられている時期とも言える。ょ
り端的に言えば，会計資料の利用者の立場からする従来の会計に対する批判
・再検討の要請の高まった時期と言える。これを評価論争との関連でいえば，
原価評価一本槍の考え方に対する批判であり，更にほ，従来の会計理論の枠
組みやかかる枠組みの形成方法に囚われずに，会計をある種の命題のもとに
統一的に見直して行こうとする傾向の増大である。このような統一的な見方
に口火を切ったのが1957年10月の AICPA年次総会で当時の会長であったジ
ェニソグスが ‘‘Present-DayChallenges in Financial Reporting" と題して
行なった提言を受けて設置された会計調査研究部の最初の成果である “The
Basic Postulates of Accounting’'である。その内容の是否ほともかく，この
研究書が，その後の会計研究の在り方に対して投じた功績ほ大きい。
このような傾向に共通して言えることほ，会計の領域が何処にあるのかと
いう問題に関して，非常に流動的な状態にあるということであると思う。か
かる流動的な状勢のもとにあって，我々，初学者にとって重要なのほ会計の
拠って立つ基礎を明確に認識しておくことであると考える。本稿ほかかる意
図のもとに会計公準を検討しようとするものであるが，ここでは会計公準の
個別的な検討は別の機会に譲り，会計公準の一般的な性格・役割についての
み考察したい。また，その対象も財務会計の公準に限定する。会計諸表の意
思決定への役立ちの必要性が主張される今日，財務会計と管理会計との統合
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の可能性を見出すような公準の研究がなされてしかるべきであるが，この問
題ほ，今後の課題である。
I.公準の意味
上述のように AICPAの会計調査研究部の最初の研究成果である「基本的
会計公準論」を契機として，公準を基礎に理論を展開する演繹的推論法が会
計理論の形成に適用される傾向を，最近，しばしば見掛けるが，そのような
演繹の基礎として設定される公準なる用語はどのような意味を有するのであ
ろうか。辞典の定義によれば，． 1.自明とされる命題，証明の余地なき命題，
当然のこととされる命題． 2．理論体系の基礎にある基本命題， というのが一
(1) 
般的なようである。すなわち，ウェプスクーによれば “postulate"として，
「1．証明なく受け入れられる立場あるいは推定．自明と考えられるもの，ぁ
まりにも平明すぎて説明を要しないもの，後の推論のためにその真なること
が必要とされるか．又ほそのことが仮定される命題，必要な仮定， 2．数学で
ほ．自明の定理たる公理に答える自明の問題． 3．前提条件， 4．基礎原理とあ
り」，また，「辞海」では「公理のように絶対には確実でないが，ある理論体系
(2) 
を演繹展開する基礎として承認を必要とする根本命題」とある。これらの辞
典から，公準は証明を必要としないほど広く一般に承認されている命題であ
ることと，理論展開の出発点の位置に置かれるものであることとに要約する
ことが可能であり．しかも，前者は公準の性格を叙述しており，後者は公準
の機能を述べていて．これら両者は公準の定義の上で必須の条件であるとい
える。
ところで，「辞海」では公準と公理を前者を絶対的でないもの．後者を絶対
的なものとして区別しているようであるが，両者の区別ほ微妙で，必ずしも
明確でないようである。同じく「辞海」では公理とは「1．．一般に通じる道理，
2．ある理論体系の演繹の基礎に置かれて，それ自身は他の命題から証明され
(1) Webster's New Twentieth Century Dictionary of. the English Language, 
Second ed., Unabridged, p. 1408. 
(2) 金田一京助編「辞海」 629頁。
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(3) 
ることのない命題」とある。公理は演繹の基礎であるという論理上の機能ほ
公準と同じであり，また，ある理論体系上「他の命題から証明されることの
ない命題」というのは，それが演繹の基礎すなわち出発点であるということ
ほ，逆に言えば，それが他の命題によって証明される命題であれば，かかる
位置には置かれないために，それは演繹の基礎であることの説明であること
になる。僅かに，「一般に通じる道理」という層性と，公準の項で説明されて
いる「公理のように絶対に確実でないが……承認を必要とする」という属性
との間に，承認性の度合の強弱という差を見出そうと思えば見出しうる程度
にすぎない。
また，ウェプスクーでは「公理 (axiom)は， 1.既に一般的承認を得ている
命題，あるいは本来備わっている価値を主張することによってか又は自明で
あることの訴えにもとづいて，かかる命題に値すると考えられる命題， 2．理
論の基礎を形成する前提的条件もしくは定義不可能な対象に関する筋の通っ
た表明すなわち公準，たとえば，与えられた二点間を通る唯一の直線がある
(4) 
という表明は公理である」とあり，ここでも前記の公準の定義との相違は明
らかでない。この種の用語が用いられる最も典型的な分野は幾何学であり，
そこでは「公理」として用いられて，それは自明の命題及び何人も熟知して
之を認めない訳にはいかない一般的経験の事実をいうと「哲学大辞書」にほ
(5) 
記されている。
しかし，会計学では “postulate'’ なる用語が用いられるのが普通で“axiom"
なる用語は用いられない。両者共，演繹的推論法に固有の用語であるが，会
計学では，従来，会計実践上，実際に行なわれているものを蒸留して一般化
を行ない，それを以って会計原則を形成するという帰納法に依存してきたが，
そこではかかる会計原則の是否を判定する規準に欠けるために，そのような
会計原則の内部の一貫性に欠け，またかかる原則が著しい多様性を帯びると
ころから，分析上の不都合を露呈し，ここに会計をある基礎的前提の上に，統
(3) 前掲書， 649頁。
(4) Webster's Third New International Dictionary, Unabridged, p. 153. 
(5) 大日本百科辞書「哲学大辞書」 397頁。
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ー的に見直して行こうとする気風が高まり，会計の理論形成に演繹法を適用
する傾向が現われたのが最近の会計における公準論争の動機であり， AICPA
の1950年代末期から60年代初頭に至る改革の背景である。このような背景ほ
(6) 
ジェニングス，キャノソ，クイーナンの各論稿に現われているところである。
しかし，会計理論の形成に演繹法を適用する場合，その出発点となる公準
ほ自明の理とか，当然の事として受け入れられる命題とか，証明の余地なき
命題等という如き辞書的定義で十分かどうかは問題である。前述のように，
この用語は数学や論理学で最も普通に用いられ，そこでは公準あるいは公理
のもつ意味よりも，公理から定理を抽出する過程の論理上の一貫性が強調さ
れ，そのような定理の現実界への影響は重視されず，従って，前提となる用
語に任意の意味を挿入することも可能だといわれている。このことはランガ
(7) 
ーの次の論述に明確に指摘されている。 「論理学でほ『前提命題』すなわち
公準の真実なることに対しては何の保証もない。もし我々が公準を自然界の
事実あるいは良心の事実あるいは常識の事実と信ずる理由をもつならば，そ
の理由は公準が作り出す論理体系の外部に求められねばならない。論理体系｀
にとってほ，公準は単に任意にすぎず，常にあたかも真実であるかのように
見倣されるべきである。その結果，我々にとって真に興味のあるのは公準か
ら生ずる定理の真実性ではなくて，その妥当性である。論理学者の関心事と
なるのほ公準と定理との間の論理的関係であって，公準や定理あるいはその
両者が事実にもとづいて生起する事情ではない」と。しかし，会計学は数学
や論理学のような純粋科学とは異って，現実に生起する事象を研究対象とす
(8) 
る経験科学であるといわれている。そこでは論理の一貫性だけでは済まされ
(6) Alvin R. Jennings, "Present-Day Challenges in Financial Reporting," The 
Journal of Accountancy, January 1958, 
Arthur M. Cannon, "Discussion Notes on'The Basic Postulates of Account-
ing"', The Journal of Accountancy, February 1962. ・ 
John W. Queenan, "Postulates: Their Place in Accounting Research", The 
Journal of Accountancy, August 1962. 
(7) Susanne K. Langer, "An Introduction to Symbolic Logic", Third Revised 
Edition, 1967, p. 202. 
(8) 青柳文司著「会計学の原理」 158ー160頁，青柳教授ほこの両科学の研究方法を
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ず，理論展開の出発点となる公準は実際的な意味を持たねばならないc 言い
換えれば，もし会計が経験科学として存続すべきであるなら，その理論は現
実界とは無縁の仮説により抽出された抽象理論であってしまならない。それは
現実界から帰納された基礎的命題にもとづく理論でなければならない。この
ことについて，パッチロは「公準が広く一般に容認され，会計理論及び実践
のための基礎として妥当であるためにほ，それは環境と社会の利害者集団総
(9) 
ての思考様式及び慣行という現実から引出されねばならない」とのべている。
ただし，この引用で注意せねばならないのは，バッチロはウェブスクーの公
準の定義に照して， AICPA研究計画特別委員会の公準の定義を検討すると，
会計の公準は「自明の理」とか「論証なき命題」ではなく，会計の属する環
境や利害者集団の思考様式及び慣行の観察に依存することを強調するために
論述したのがこの箇所で，パッチロ自身は，かかる観察から会計は本質的に
社会的性質を有し，社会に対して重要な責任を有するものであって，財務会
計に関して言えば，このことは経済諸部門に対する経済的利害の公正な伝達
(10) 
を意味するとして，「公正性」を会計上の唯一の公準としたこと，また研究計
画特別委員会の定義は，周知のように，当該委員会の答申を受けて設置され
た AICPA会計調査研究部の最初の研究成果であるムーニッツの公準論で環
境公準として現われたことである。これらの両公準が会計公準であるかどう
かの議論は別の問題として残る。ここでほ会計理論が抽象理論に終らないた
めにほ，その基礎的命題たる公準ほ帰納的に形成された実際的意味を有する
ものでなけれぼならないことを指摘するに止める。
このことから，イリノイ大学スタディー・グループの公準論に指摘されて
あるように，会計上の公準は絶対不変のものではなく，会計を取巻く諸事情
(11) 
の変化により再検討を受ける性質のものであることが解る。公準のこの性質
形式的公理論と内容的公理論として説明されている。
(9) James W. Pattilo, "The Foundation of Financial Accounting", 1965, p. 53. 
飯岡透・中原章吉訳本「パッチロ財務会計の基礎」 59頁参照。
(10) Ibid., pp. 60-61,前掲訳本68頁参照。
(11) A Study Group at the University of Illinois, "A Statement of Basic 
Accounting Postulates and Principles", 1964, p.. 7. 
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(12) 
を主張してダインツァーは次のように述べている。 「総ての会計命題は暫定
的・仮説的性格であることを認識すること，最終的な判断を無期限に延期し，
他方同時に，会計規則の個々の適用を当該規則の適用を規制する仮説を検査
する機会の増大と考えること，そしてある処理が他の処理よりも健全と思わ
れる条件を示唆するための実例を稽上げていくこと，これらが我々にとって
必要である」と。
次に，公準は自明の命題である，言い換えると，公準はあまりにも平明す
ぎて説明を要しない命題であるということについて，会計は既述の如く数学
や論理学のような純粋科学ではなく，経験科学であるから，その公準ほ帰納
的観察にもとづいて形成されなければならない。このことほ公準は会計では
平明すぎて説明を要しないのではなく，その公準の内容を明示しなければな
らない。すなわち，その公準は現実の世界のどのような事象を指示している
(13) 
のかを説明しなければならない。
これらから，会計において「公理」よりも「公準」が用いられるのほ，既
述のように，公理が用いられる典型的な場合である幾何学のそれのように，
文字通り乎明すぎて説明を要しない自明の命題が会計の基礎的命題にはない
こと，前述のように会計の公準は帰納的観察にもとづき形成されなければな
らないけれども，そこで言う観察は自然科学の分野でいう観察とは自ずから
区別されなければならないこと，すなわち会計でいう観察ほ自然現象の観察
のように人間のもつあらゆる個性あるいはその集団とは完全に独立した，純
粋な客観性とでもいうべき性質を備えた観察対象を扱うのではなく，利己心
(12) Harvey T. Deinzer, "Development of Accounting Thought", 1965, p. 75. 
(13) この点について黒沢教授は公理と公準を区別して，前者を証明や定義の要しな
いもの， 後者をそれの要するものとされているが， より基本的に， 方法論上， 前
者は公理的方法上の用語であり，公理的方法は演繹的分析のための方法であり，後
者は公準的方法上の用語であって，公準的方法は帰納的分析のための方法である。
両者の相違は公準的方法から引出される結論が客観的実在の説明の原理または実践
規範として役立たねばならないのに対し，公理的方法は結論の現実界への影響より
も公理から定理へ至る論理過程の斉合性に重要な意味があるとされているようだ。
（黒沢清稿「会計学の方法論的基礎」黒沢清編近代会計学大系第1巻「会計学の基
礎概念」 18-19頁）
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をもつ人間によりなされた行為たる社会現象の観察であるから，必然的にそ
の観察は自然科学ほど厳密ではないことである。
以上，公準の語義について検討してきた。これを要約するとマウツ・シャ
(14) 
ラフが公準の一般的な性格として挙げている次の 5項目になろう。
1. 総ての学問の形成にとって不可欠であること。
2. それ自身，直接的な検証を受けない仮定であること。
3. 推論のための基礎であること。
4. 如何なる理論構造についても，その組立ての基礎であること。
5. その後の知識の進歩に照して再検討を受けること。
しかし，これらの性格は彼等も言及しているように論理学者と哲学者の文
献から要約したものであるために，会計に適用するには，その公準が現実の
世界から引出された実際的意味をもつものでなければならないという条件が
更に追加されることになろう。
さて，これまでの論議から，会計学にとっては，公準は実際的意味を付与
された性格をもたねばならないことが明らかになったが，更にそのほかに，
理論形成の基礎となることが，公準の定義に当って，重要な問題となること
がこれまで引用した文献からもわかる。では，理論とは何か。ウェブスクー
によれば「一連の凝集力ある仮説的・概念的・実践行動的原理であって，そ
(15) 
れはある研究領域にとって，一般的な関連付けの枠になる」ということであ
る。この定義から，ある思考に一貫性をもって体系付けることが，それが理
論として成立するための重要な要件となることがわかる。そして，かかる要
件を満たす鍵となるのが理論形成の基礎となる公準である。ところで，公準
が理論展開の基礎となるために備えるべき要件として，ランガーは次の 4項
(16) 
目を挙げて解説を加えている。
1. 凝着性 (coherence)……公準がある理論体系に属することを求める要
(14) R. K.Mautz and Hussein A. Sharaf, "The Philosophy of Auditing", 1961, 
p. 37. 
(15) Webster's Third New International Dictionary, Unabridged, p. 2371. 
(16) Susanne K. Langer, op. cit., pp. 185-187. 
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件である。
2. 貢献性 (contributiveness)……「公準」という言葉は，通常，推論の
ための前提（原文イタリック体）に当て嵌められるため，公準はある理論体
系内で影響力をもつこと，すなわち言外の意味をもつことを求める要件であ
る。
3. 公準間の一貫性 (consistency) ……これは如何なる公準もしくは公準
から引出される如何なる結果も相互に矛盾してはならないことを求める要件
である。従って， 2つの公準があって，それらが両立可能ならば，その結果
生ずる定理に矛盾が生ずることは決っしてありえないことになる。この要件
ほ公準のテストのうちで最も重要な要件であって，この要件なしには論理学
は存在しない。
4. 独立性 (independence)……これは公準は当該理論体系内の他の公準
から引出されたり，あるいは他の公準の内に言外に含まれてはならず，公準
は独自性をもたねばならないことを求める要件であって，もしある命題が証
明可能な命題であるならば，それは定理であって，それを公準と見傲すこと
は全く誤りである。しかし，この誤りは重大ではない。というのほ，演繹過
程に誤りがないとしたら，定理からなされる推論は公準からなされる推論と
正に同程度に正当視されるから。
公準が具備すべきこれらの要件は会計公準設定のテストとしても示唆に富
む規準であるが，第4要件の但し書きには，これを会計公準の要件として適
用する場合に問題が生ずる。というのほ，既に引用したランガーの論及にあ
るように，論理学ではある命題から他の命題を演繹する過程の一貫性が最重
視される。従って，演繹過程が正しければ，公準と定理の区別の多少の犠牲
は無視される。これを会計について言えば，公準と原則の区別は厳密でなく
てもよいということになる。しかし，会計でほ論理の一貫性も重要であるが．
更に，会計の理論ほ実践指導性を有するものでなければならないという点も
重要である。このことがらすると，公準ほ理論形成に際しての基本的前提で
あるが，更に，会計公準はある事実についての記述すなわちザインとしての
性質を有するものである。これに対して原則は理論を実践に移すに際して，
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行動規範としての作用をもつもので，会計プロセス遂行の全般を通じて遵守
されるべきものであって，ゾレンとしての性質を有するものである。このよ
うに，この両者は会計理論構造上の性質を異にするために区別されなければ
ならない。故に，会計公準については，独立性の要件は他の要件と同様重要
な公準のテストである。
以上，公準の意味について検討してきた。 「公準」という用語は辞典によ
れば，本来，数学や論理学の領域で用いられるために，これを会計学に適用
しようと思えば，若千の補足的な説明が必要になる。その第 1は会計学が経
験科学であることに鑑みて，その公準は経験や観察によって帰納的に形成さ
れなければならないということである。しかし，「観察による」といった湯合，
会計学は社会科学であるために，自然科学のように絶対的真なる性質を有す
るものはない。それほあくまでも，人間社会の約束あるいは同意の上に成立
している。第2に，会計学の公準は現実の世界から引出されるものであるか
ら，それは平明すぎて説明を要しないものではなく，現実に発生している事
象をどのように意味付けるかの説明をしなければならないのである。
扱，これまでの検討から，会計公準の輪郭がおぼろげながらも現われてき
たが， AICPAの公準の定義をもとに，更に検討しよう。
II. 会計公準の性格と役割
AICPA には公準の定義が 2種類あり，各々，性格を異にする。その 1つ
ほ術語委員会の定義である。それによると「元来，会計公準は経験と理性に
よって引出され，かく抽出された公準の有用性が証明された後，それは会計
原則として是認されるようになる。この是認が十分に広くゆきわたると，そ
れは『一般に是認された会計原則』の一部となって，会計土にとって彼等の
(1) 
技術の拠り所となる」とある。そこでは公準は原則になるための準備段階に
すぎず，公準と原則との実質的差異はなく，両者の相違は承認性の度合にあ
(1) Accounting Terminology Bulletin, No. 1, Review and R紅ume,by Com-
mittee on Terminology, AIA, 1953, in APB Accounting Principles, Vol. 2, 
AICPA, 1970, p. 9506. 
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るだけである。公準は理論形成の基礎となる性質をもたねばならないという
前章で考察した見地からすると，公準と原則の区別が判然としないこの公準
定義は，その公準によって形成された理論が実務に対する規範性に欠けると
いう点で，そのようにして形成された理論に大きな弱点を残すことになる。
反面，この公準の定義には当時の AICPAが採用していた問題接近法が明
瞭に示されている。すなわち，それはジェニングスの指摘にあるように「一
般的承認性」を規準とする原則形成法であり， AICPAの原則形成活動が会
(2) 
計手続委員会を中心として行なわれていた時期に採られていた方法である。
それは一般に有用だとされている会計実務を蒸留することによって原則を形
成する方法である。ストーリーはこのような AICPAの立場を「それは会計
原且lが『経験の蒸留』であるということである。この立場によると，会計原
則は本質的にコモソ・ローと同じ方法で，ケース・バイ・・ケースによって形
成される。その承認可能性は，究極的に，それのもつ実用性によって検査さ
(3) 
れる」として，この方法の目的は「問題に直面している実務会計士に直ちに
(4) 
助けの手を差し出すことにある」としている。
会計手続委員会のこのような方法に対して，ジェニソグスは次のような疑
(5) 
問を感じた。 「従来の委員会（会計手続委員会一引用者注）がその課題に専念
してきたにもかかわらず，企業の複雑性が絶えず増大しているために，会計
及び財務報告に影響を及ぼす経済的・社会的変化に遅れないだけ十分速やか
にその委員会が対処しうるかどうかという疑問に我々は直面せざるをえなく
なっている」と。そして，それまでの AICPAの研究体制に対するジェニソ
グスのこのような疑問をより一層率直に，かつ具体的に表明して， AI~PA
の新研究成果の意義を説明したのが基礎的会計公準助言委員会の座長を務め
たキャノンの “DiscussionNote on'The Basic Postulates of Accounting'" 
(2) Alvin R. Jennings, op. cit., p. 30. 
(3) Reed K. Storey, "The Search for Accounting Principles: Today's Problem 
in Perspective", 1964, p. 47. 
(4) Ibid., p. 43. 
(5) Alvin R, Jennings, op. cit., p. 32. 
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(6) 
である。その論稿において，彼は財務諸表はそれを投資決定，経営決定，行
政上の統制その他市場立地決定にに用いる人々のために作成されるというこ
とを認識すべきである。このためには財務資料の比率への還元と比較のため
の利用が可能でなければならない。投資，経営その他の事業運営上の諸決定
は代替案の選択を伴ない，そのためには収益力その他の要素の期間比較，企
業内部門間比較，企業間比較，業種間比較を必要とする。従って，会計資料
は過去の意思決定と状況の相違による結果の相違を説明することが，意思決
定の過程に役立つためには必要である。しかし，このためには会計資料は高
度の信頼性と妥当性，一貫性と比較可能性を有するのでなければ，過去の代
替案の結果の評価と従って将来の予測に貢献できない。我々が統一した会計
思考をもたねばならない理由はここにある。それは会計諸表が置かれている
用途から生じ，そのような会計諸表では一貫性と比較可能性が不可欠になり，
このためには財務諸表に統一した内部的に首尾一貫した論理的基礎を提供し
なければならない。このためには会計公準と会計原則を形成することが必要
になる， と論述している。
会計手続委員会を中心とする AICPAの研究体制に対する問題点をこれら
の両論述から要約すると，
1. 経済的。社会的変化は絶えず進んでいること。
2. 企業活動に関心を寄せている各種の利害関係者は財務諸表を分析のた
めの資料として望んでいること。
3. AICPA のそれまでの研究体制が経済的・社会的変化に即応し，財務
諸表利用者の要求に応ずるには不十分であること。
4. 以上のような状況に応えるには，財務諸表は，かかる変化と要求に対
応した統一的な会計思考のもとに作成されたものでなければならないこと。
である。
これらの問題を解決するための方策の必要性を訴えたのが，当時 AICPA
の会長であったジェニングスが1957年の年次総会で行なった前記の論稿の骨
(6) Arthur M. Cannon, op. cit., pp. 42-43. 
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(7) 
子であり，彼の提言を受けて新研究体制確立のための調査機関として設置さ
れたのが研究計画特別委員会である。
ここで断って置かねばならないのは， AICPAにとって新研究体制が必要
になったのほ，究極的には，財務諸表の統一性を増大させることにあったの
であるが，この要求はジェニングスの提言を機に新たに提起されたものでは
なく， 1929年の大恐慌後， AICPA（当時のAIA)がニューヨーク証券取引
所と協力して設置した証券取引所協力特別委員会の基本方針であり，その後
1939年にこの特別委員会を改組・拡大して設置された前記の会計手続委員会
の基本目標でもあったことが，ジェニングスの同じ論稿の中に説明されてい
)̀ 
従って，財務諸表の多様性と非一貫性を縮少し，財務諸表の統一性を増大
させることは AICPAの終始一貫した方針であるが，この方針を遂行するた
めに採用してきた研究体制に行詰りを来たしたために，財務諸表の統一性を
増すためには，新しい研究方法を検討することが必要になったということで
あろう。
そこで，本題に戻って，かかる背景を受けて設置された研究計画特別委員
会が下した会計公準の定義が AICPAのもう一方の公準である。すなわち，
そこでは「公準は少数で原則が依拠する基本的仮定である。それは経済的・
政治的環境から，並びに企業体の全利害者集団の思考様式と慣習から必然的
に引出される。……原則は公準を基礎として形成されるべきである。…•••原
則は公準と共に個々の問題の解決のための拠り所となる枠組みとして役立つ
べきである。…•••原則を個々の具体的なケースに適用するための規則その他
(7) Alvin R. Jennings, op. cit., pp. 28-34.このジェニングスの提言の要点につ
いては新井教授が次の文献で解説されている。佐藤孝ー・新井清光訳本「会計公準
と会計原則」 7-9頁，日本会計研究学会スタディ・グループ黒沢清監訳「会計原
則研究―-AICPA会計原則叢書第7号＿」 1-2頁，新井清光著「会計公準論」
35-36頁。
(8) Ibid., pp. 28-30.尚，世界大恐慌前後のアメリカ会計学の事情を詳細に解説
した文献として，岩田巌著「会計原則と監査基準」がある。
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(9) 
の指針は公準並びに原則との関係において設定されるべきである」とある。
この研究計画特別委員会一―—以後「特別委員会」という一の公準の定義
を先に挙げた術語委員会のそれと比較すると，まず第 1に術語委員会の公準
が原則との区別が判然としなかったのに対し，特別委員会の公準ほ「原則が
依拠する基本的仮定」であるとして両者の問に一線を画していること。第2
に，第 1と関係して，原則の形成を術語委員会では「一般的承認性」に求め
ていたのに対し，特別委員会では「公準が基礎」になるとして，原則形成の
規準を示したこと。第3に，術語委員会では「一般的承認性」を拠り所とし
ているところから推察しうるように，理論の役割は現状の実務を説明あるい
は擁護することに求めていると解せられるのに対し，特別委員会では公準→
原則→規則という理論構造を確立することによって，そこでの理論の役割を
実務の依るべき規範として捉えていると解せられること。最後に，術語委員
会では公準の源泉を「経験と理性」に求めて，幾分抽象的な印象を与えてい
るのに対し，特別委員会では「経済的・政治的環境，……利害者集団の思考
様式と慣習」に求めて，相当，具体的に示されていること。尚，特別委員会
の定義では「公準は少数」であるとして，公準の数の問題を挙げている点も
一つの特徴にはなるが，それは単なる数の問題ではなく，より実質的な意味を
有していると考える。すなわち，それは「基本的仮定」の別な表現であって，「基
本的」なものはそれほど多数ある筈がないということを表わしていると思う。
このように研究計画特別委員会がそれまでの AICPAの公準の定義とほ対
照的な公準の定義を表明した背景は前記のキャノンの論稿からの引用文に示
されているところである。すなわ料理論は実務の規範でなければならない
ということを念頭に置いて，そのためには理論はある基礎的前提から演繹的
に展開されなければならないが，しかし，実務の規範となるためには基礎的
前提は現実界から抽出されたものでなければならない。これは会計の公準に
関して言えば，経済的・政治的環境と利害者集団の思考様式及び慣習に求め
(9) AICPA, The Special Committee on Research Program, "Report to Council 
of the Special Committee on Research Program,''The Journal of Accountancy, 
December 1958, p. 63. 
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ることができ，また，ジェニングスが痛感したように会計が経済的・社会的
変化に遅れないためにも会計公準の源泉をここに求める必要があるというこ
とを特別委員会は意識して，そして，それを上記のような公準の定義として
具体的に表現したのではないかと思う。
この公準の定義をもととして具体的に設定された公準が周知の会計調査研
(10) 
究書 (AnAccounting Research Study)第 1号として公刊されたムーニッツ
の公準論 (MauriceMoonitz, "The Basic Postulates of Accounting," AICPA, 
ARS. No. 1, 1961)一ー以下「公準書」という一ーである。この公準書につ
いては既に幾多の論評が加えられているので，本稿では同書で挙げられてい
る公準の個別的な検討は割愛し，会計公準としての性格の面からAグループ
（環境公準）， Bグループ（付随的公準）， Cグループ（当為的公準）のグルー
プ単位で検討する。
同書はAグループに属する公準として，董的表現，交換，実体，期問，測
定単位を挙げ，それらは会計の環境を分析することによって生ずるものであ
(11) 
るが，会計の環境に関する分析は他の側面についても可能であり，従って，
(12) 
会計の環境に関する公準は無限に拡張の余地があるとしている。
このような会計の環境に関する公準を強力に擁護する見解としてチェンバ
ースの見解がある。すなわち彼は「会計に固有の用語をもって，公準として
記述される表明はない。公準として記述される表明は会計の環境に見出され
(10) この会計調査研究書は AICPAの新研究組織である会計調査研究部の行なう一
連の研究成果として遂一発表される研究叢書である。この研究組織はジェニングス
の提言を実行に移すための調査機関として設置された研究計画特別委員会が理事会
への報告書として提示した答申を受けて設けられた組織であり，この組織の他に，
この組織の上位組織として会計原則審議会が従来の会計手続委員会と会計用語委員
会を廃棄して，その後を継ぐ組織として助けられること，並びに会計調査プロジェ
クトごとに会計調査研究部の補佐機関として助言委員会が設けられることを同報告
書は提案している (Ibid.,pp.62-68)。尚， AICPAのこの新研究組織については新
井清光教授が更に詳しく解説されて．いる。 （佐藤・新井訳本前掲訳書12頁）
(11) Maurice Moonitz, "The Basic Postulates of Accounting", AICPA, ARS. 
No. 1, 1961, pp. 51-52.佐藤・新井訳本，前掲訳書93頁。
(12) Ibid., pp. 22-23前掲訳書58頁。
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るある事柄，ある事象，ある行動様式の記述総てである。会計は本来何の根
拠も持っていない。それは貨幣経済の中で合目的に行動する人間の領域のほ
かにほ何の理論的基礎も持っていない。従って，会計公準の総ては会計の外
になければならず，会計がある役割を果す世界の記述でなければならない」
(13) 
とのべている。
人間行為のある側面を研究しようとするに際して，当該研究の対象となる
人間行為が，どのような環境のもとで行なわれるかを分析することは，かか
る研究を理解するのに助けとなろう。これを会計について言えば，会計ほ人
間行為の経済的側面を特に企業という組織体が行なう行動との関連で追求す
る分野であるから，かかる側面に影響を及ぼす環境を究明することは会計の
理解を助けることになろう。しかし，会計に影響を及ぼす環境を明確にする
ことが会計の理解に貢献するということは，そのことが同時に，かかる環境
の分析によって導出されるであろう命題を会計の公準として正当化すること
になるといえるかどうかは疑問である。公準は当該公準の係わる理論構造に
あって，基礎的地位に置かれ，理論展開の土台となる性質のものである。会
計公準に関して言えば，それは会計の対象である企業の経済的活動から引出
されて，かかる活動についての理論的体系化のため 9の基礎を供するものであ
る。これに対して，環境それ自体はかかる活動の外因として存在し，この経
済的活動を含む企業の全活動はそのような環境に対して適応し，また慟きか
ける。環境とこのような関係にある企業の諸活動にあって，その経済的側面
を扱う会計にとっては，そのような環境を分析して，その中から会計に関連
のある問題を選択し，それを会計の立場から如何に解釈するかという問題が
会計の問題として残る。しかし，会計ほ企業の経済的側面を対象とするので
あるから，会計の公準はそのような側面から引出されるべきである。ただ，
環境に関する解釈の仕方が会計公準の設定に際して影響を及ぽすことはあろ
う。しかし，会計の公準はそのような環境から引出されるものでほない。か
かる環境の分析ほ会計を理解するのに助けとなるものであって，そのような，
(13) R. J. Chambers, "Why Bother with Postulates", Journal of Accounting 
Research, Spring 1963, pp. 14-15. 
328 (230) 会計公準の意義（松尾）
分析の結果導出される命題はあくまでも環境に関する命題であるにとどまる。
公準書が環境に関する命題を公準とした背景は既に述べたように経済的・
社会的変化に即応し，財務諸表利用者の要求に応ずるためではあると思うが，
しかし，そのことと会計の公準としてどのようなものを設定するかというこ
ととは別問題であると考える。会計公準として論述しようとする限り，それ
は会計の対象とする企業の経済的活動から抽出されるべきであろう。そうで
なくて，かかる活動の置かれている環境からも会計の公準を抽出するならば，
それこそ人間の思考様式や慣行からも抽出せねばならず，同公準書でも述べ
ているように無限に拡大していく。会計公準の設定に際して，会計の対象た
る企業の経済的活動から抽出することに限定することによってこそ，会計の
領域が明確にされてくるのではないかと考える。
従って，環境に関する分析は会計を理解する上で重要であるけれども，そ
(14) 
れは会計の公準とはならないのではないかと思う。
次に， Bグループに属する公準として，同書では，財務諸表，市場価格，
(15) 
実体，暫定性を挙げている。上述のように，それは会計固有の領域と考えら
れるが，果して財務諸表が公準かどうかは問題である。それは公準を基礎と
して形成された理論を実際に適用した結果として産出される会計行為のアウ
ト・プットであって，理論形成の基礎ではないだろう。メトカルフはこの公
準書で挙げられている公準を編成替えして，この公準B-1として挙げられ
(16) 
ている財務諸表を会計行為の最終結果であるとしている。
ところで，前章で挙げた公準の要件に照してみると，このBグループは，
(14) イリノイ大学スタディ・グループは会計に影響を及ぽす環境条件として， 1．稀
少手段， 2．公平の基準， 3．合理的かつ誠実な行為を挙げてはいるが，それらが会計
公準として記述されるか否かは別問題であるとして，それらは会計にとって，認識
と考慮を払うに十分重要であるけれども，会計公準と同じカテゴリーにあるとは思
われないために，それらは環境条件として記述される，と述べている。 (A Study 
Group at the University of Illinois, op. cit., pp. 4--6) 
(15) Maurice Moonitz, op. cit., p. 52.佐藤新井訳本 93-94頁。
(16) Richard W. Metcalf, "The'Basic Postulates'in Perspective", The Account-
ing Review, January 1964, p. 18, p. 19. 
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公準書でii, Aグループから導出されるとしており，他方，第 4要件たる独
立性ほ公準は他の公準に内包されてはならないことを要求するために，かか
る要件に抵触することになるが， しかしそれよりも会計公準としての妥当性
の観点からするならば，会計の公準は企業の経済的活動から引出されるもの
であるから，その点でこのBグループの方が，「会計の領域」という副題が付
(17) 
されているように，会計の公準たるに相応しい。
最後にCグループに属する公準として，継続性，客観性，ー貫性，安定単
位，明瞭表示を挙げ， A・Bグループは「『これが事物の現存態様である』と
いうような印象を与えるものである」のに対して，この Cグループは「『であ
る』というよりも，むしろ『であるべきである』という領域に関連する」。
従って，これらは「であるべき事柄（目標， 目的，某準）を強調するが故に，
(18) 
『当為的なもの』 (imperative)として言及される」としている。
この説明にも表わされているように，このグループは「であるべき事柄」
を共通の属性として，「である状態」を意味しない。前章で述べたように公準
は事実の記述すなわち「である状態」であって，遵守されるべき規範ではな
い。遵守されるべき規範は公準から抽出されて，実践に当って，守られなけ
ればならない「原則」である。この Cグループの命題はこの原則の性質を有
するものであって，公準ではないと考える。
この見地からすると， C-1として挙げられている「継続性」はこのグル
ープに属するかどうか問題である。公準書では，この継続性は「継続企業」
(going concern) とも呼ばれて， それは「企業が現在の契約上の委任を遂行
するために，あるいは現在保有されている計画および予想に従って資産を使
い果すために必要な暫定的な期間内には清算されないであろうということを
(19) 
意味する」と述べている。この説明からすると，この命題には多分に将来に
関する仮定が含まれているために，厳密には「現存の態様」を表わしている
とは言い難いが，それでもなお，現存の通常の企業を観察すれば，それらに
(17) Maurice Moonitz, op. cit., p.・ 25.佐藤・新井訳本60頁。
(18) Ibid., p. 53, p. 38.前掲訳書94頁， 76頁。
(19) Ibid., p. 39.前掲訳書77頁。
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共通した傾向であるといえるし．少なくとも，上記の説明からは，それが会
計の目標となるような事柄であるとは解し難い。従って，この命題はこのグ
ループから除去するのが適当であると考える。
公準書がこのCグループを公準としたのは，クイーナンが公準のテストの
第4要件である独立性の会計公準への適用を解説するに際して，ランガーが
この要件が欠けたとしても，第 1,第2,第3の要件が欠けた場合ほど，問
題は重大でない。というのは定理から推論される結論は公準から推論される
(20) 
結論と同様に妥当であるからと主張している箇所を会計に適用して．「このこ
とは特定の問題に関する結論は公準と原則との正確な区分に依存しないこと
を意味している。勿論，我々はこの点に関する論理的区分をなすよう努める
べきであるけれども，調査計画の最終成果はそのような区分に依存しないと
(21) 
いうことを知るよう改めて確認しよう」と論じていることによって根拠付け
られているのであろうと思えるが，ランガーの意図しているのほ論理学の領
域であって，そこでは論理の演繹過程の斉合性が重視される。しかし会計学
ではそれだけでは済まされず，理論の実務に対する指導性も重視され，従っ
て前述のように，公準と原則には実質的相違があり，論理学の法則をそのま
ま会計学に適用することには無理があると思う。
以上の考察から，この公準書ほ会計学の新しい研究方法に先駆的役割を果
し，その方法がその後の会計学方法論に多大の影響を及ぼした点で，大きな
功績を残したといえるが，そこに含まれている公準には様々の性質のものが
混入して．公準の性格が曖昧になっているという弱みがあるといえる。
この公準書が，そこに盛られている公準から推論される理論を，現実の問
題に適用することによって意図した具体的な結論は，キャノンが明言してい
(2) 
るように，財務諸表作成に際しての原価評価の廃棄であり，この点にこそ．
それまでの AICPAの研究体制の窮状打開の道を見出そうとした態度が伺え
るといいうるだろう。すなわち， AICPAはニューヨーク株式市場における
(20) Susanne K. Langer, op. cit.,p. 196. 
(21) John W. Queenan, op. cit., p. 31. 
(22) Arthur M. Cannon, op. cit., p. 52. 
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株価暴落に伴なう世界大恐慌以来原価主義評価を支持してきたが，会計調査
研究書第6号に示されているように，アメリカでは，第 2次世界大戦の終結
(23) 
した1945年後インフレ傾向が進行し始め， 1950年代末期に至って，遂に，原
価の枠によって限定された従来の評価法では，財務分析上における不都合が
顕現化し始めたということであろう。そして，このような状況がジェニソグ
スの提言となって現われたといえよう。
しかし，このような AICPAの新研究体制による研究成果の第 1号となっ
たこの公準書も，この公準書の作成を担当した会計調査研究部の上位組織で
ある会計原則審議会 (AccountingPrinciples Board) の「会計原則並びに会
計実務は時代の変化と環境の変化に対応すべきであり，従って，そのような
状況に対応するための新しい原則と新しい報告様式が検討されるべきである
けれども， これらの研究書（本稿で「公準書」と呼んでいる会計調査研究所第 1号
(24) 
と同研究所第3号一ー引用者注）は会計思考に貴重な貢献をなしているが，他方，
それらは現時点で承認するには現行の一般に是認された会計原則から，あま
(25) 
りにも極端に掛け離れすぎている」という批評に代表されるように，会計実
務家間では不評に終った。その原因は上記のステイトナント第 1号が指摘し
ているような，それまでの一般に是認された会計原則とはあまりにも掛け離
れていたこともあるが，更にそのほかに，会計の目的や職能が明確でなかっ
(26) 
たとも言われている。
たとえば，スパチェックは「会計理論の健全な下部構造を確立するために
(23) The Staff of the Accounting Research Division, "Reporting the Financial 
Effects of Price-Level Changes, ", AICPA, ARS. No. 6, 1963, p. 7. 
(24) 周知の如く，この第3号は第 1号をもとにして作成された会計原則書である。
(25) APB Statement, No. 1, Statement by the Accounting Principles Board, 
by the Accounting Principles Board,、1962,in APB Accounting Principles, Vol. 
2, AICPA, 1970, p. 9003. 
(26) Richard W. Metcalf, op. cit., pp. 20-21. 
Leonard Spacek, "Comments of Leonard Spacek", in The Basic Postulates 
of Accounting by Maurice Moonitz, AICPA, ARS. No. 1, 1961, p. 57.佐藤・
新井訳本98-99頁。
新井清光著，前掲書133頁， 182-185頁。
332 (234) 会計公準の意、義（松尾）
必須的な前提条件は，会計の目的及び目標についての明確な決定でなければ
ならない。……私の考えでは，この公準書は，会計の真の目的および目標を
(27) 
十分に描き出していないと思う」とのべている。このスパチェックが所属す
るアーサー・アソダーセン会計事務所が，前記の公準書が発刊される前年1960
年に “ThePostulates of Accounting - What It Is, How It Is Determined, 
How It Should Be Used,’' と題する小冊子を発刊し，前記の研究計画特別
委員会の公準の定義にもとづいて，それをウェブスターの公準の定義に当て
嵌めると，公準は不可欠な前提条件である5これを会計に適用すると，会計
の役割ほ社会の各利害者集団の経済的権益を公正に報告することであり，こ
の役割を担うのが財務諸表であるから，財務会計にとって，不可欠な前提条
件としての研究計画特別委員会の公準の定義に一致する公準は「公正性」唯
(28) 
それのみであるとする。しかし，公正性が会計公準であるかどうかは疑問で
ある。それは人間行動全般に要求される概念である。これを会計について言
えば，会計を行なう人の倫理観に係わる概念である。特に，外部報告に際し
ての公認会計士の監査に当ってほ，当該財務諸表が企業の行なった経済的活
動を公正に表示しているかどうか，監査上の用語法で言えば，適正に表示し
ているかどうかは重大な関心事となる。この小冊子が公認会計士の監査会社
によって発刊されていることを考える時，彼等にとって，この概念は最大の
考慮を払わねばならない要因であったのであろう。しかし，財務会計は監査
を強く意識せねばならないとはいえ，その対象は企業の経済的活動であるた
めに，かかる活動を把握するに際しての基本的前提となる事象を当該活動か
ら抽出した事象の記述が，財務会計理論形成の基礎としての公準になる。そ
こでは公正性は不偏性として，会計担当者の行為を律する規範として作用す
(27) Leonard Spacek, ibid., p. 57.佐藤・新井訳本 p.98, p. 99. 
(28) Arthur Andersen & Co., "The Postulate of Accounting - What Itls, How 
It Is Determined, How It Should Be Used", 1960, p. 3-27.飯岡透・中原章吉
共訳「公正性の公準について」産業経理1970年10・ 11月号参照。尚，前章で挙げた
パッチロの見解は彼自身述べているように，このアーサー・アンダーセンの公準論
から多大の影響を受けて居り，それはアーサー・アンダーセンの公準論と同じ系に
属する。
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る客観性の一要因となり，原則の位置に置かれるのではないかと思う。かか
る会計担当者の作成した財務諸表が当該会計担当者の恣意を可能な限り排除
して作成されてあるかどうかは監査上の重要な関心事になる。従って，この
概念ほ監査においてほ重要な意味をもってくるが，財務会計では重要ではあ
るけれども，それだけでは財務会計を説明し尽くすことは不可能であろう。
公準書に対する前述のような批判を反省して，会計調査研究部はその研究
叢書第 7号において，まず最初に同書の扱う外部報告のための会計の職能を
規定し，同書はかかる職能を遂行するための基準を扱うとしている。すなわ
ち「この書物は，本来，企業実体に対して正当な利害関係を有する投資家そ
の他の外部利害関係者に対する受託責任を果たすための基準をとりあつかっ
(29) 
ている」と。そして，取締役会及び経営者はこの受託責任遂行の第一責任者
であるとして「コモン＇・ローによれば，取締役会が，その経営責任を遂行す
る場合の権限は，受託にもとづく権限であり，これらの権限を行使するにあ
たってほ，受託者として行動することが，当該会社およびそのすべての利害
(30) 
関係者に対する取締役の義務である」と述べている。
このようにして，第 7号は外部報告会計の職能は受託責任の遂行に関する
報告であるということを先ず最初に掲げて，そのための会計を樹立しようと
(31) 
する。そして，具体的には，原価主義会計を採用し，また帰納法に依存して，
再び以前の姿に戻る気配を示し始めた。 AICPA はこの領向を最近発表され
(32) 
たAPBステイトメント第4号においてより一層明白にしている。
(29) Paul Grady, "Inventory of Generally Accepted Accounting Principles for 
Business Enterprises", AICPA, ARS. No. 7, 1965, p. 5.黒沢監訳前掲訳書28頁。
(30) Ibid., pp. 5-6.前掲訳書29頁。
(31) Ibid., pp. 54--56,前掲訳書82-85頁。
(32) APB Statement No. 4, Basic Concepts and Accounting Principles Underly 
ing Financial Statements of Business Enterprises, by the Accounting Principles 
Board, October 1970, in APB Accounting Principles, Vol. 2, AICPA, 1971, 
pp. 9065-9066. 企業会計誌1971年 6月号の「特集I,AICPA会計原則審議会ス
テイトメント『会計の基本概念と会計原則』の検討」の中で江村稔教授，新井清光
教授，森実教授がこの第4号を解説されている。
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会計理論の形成に当って，このように会計の目的や職能を掲げる傾向は，
(33) 
最近しばしば見られるところであり，それは当該研究対象の領域を明らかに
するのに必要であると考える。外部報告を担当する財務会計について言えば，
その領域は上記の第 7号が指摘していたように受託責任の遂行に関する報告
である。なぜならば，ある種の資源がある人から他の人に委託される社会に
あっては，受託者は，かかる資源の誠実な保全並びにそれ以上に，その効果
的な利用の責任と，かかる責任の受諾と遂行に関する報告の責任が課せられ，
会計の対象とする企業はこのような責任を引受けた組織であり，このような
報告責任を遂行するのが会計の主たる役割であるといえるからである。かか
る報告責任の遂行が，歴史的にも，会計の重要な問題であったということは，
(34) 
リトルトンによって示されているところである。かくして，そのような受託
責任の遂行に関する報告では，かかる責任の遂行のために経営者が下した意
思決定の結果を報告することになり，その報告の性質は，必然的に歴史的な
ものになる。シュピラーはこのことについて「企業の経営者は会社の資源の
受託者 (steward)と考えられる。投資家は資金その他の財貨を，それらの利
用によって利益を得るという目標をもつ企業に委託する。経営者はこの財務
的委託関係を保持し，資源を全体として増加させるような方法で利用する受
託責任を有している。更に，受託者として，経営者は自分達に委託された資
金の管理と利用に関する責任を自分達が如何に遂行してきたかということを
定期的に報告する必要がある。財務会計において歴史的な情報を提供するの
は，この報告義務を履行しようとするためである。かかる情報は財務的委託
関係の当該時点の状態と同時に投資家によって委託された資源を経営者が
(33) 本稿で引用したアーサー・アンダーセン，パッチロ，イリノイ大学スタディ・
グループの文献はこの部類に属するが，そのほかに
Eldon S. Hendriksen, "Accounting Theory", 1965. 
AAA. Committee to Prepare A Statement of Basic Accounting Theory, "A 
Statement of Basic Accounting Theory", 1966. 
がこの部類に入る。
(34) A. C. Littleton, "Structure of Accounting Theory", 1953, p. 79.大塚俊
郎訳本「会計理論の構造」 115ー 116頁。
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(35) 
如何に生産的に利用してきたかを評価するのに利用されうる」と述べている。
このような会計の職能は企業の経済的活動という会計の対象と相侯って会
計公準の設定に働きかける。言い換えれば，会計公準は会計の職能と会計の
対象とに規制されて設定される性質のものであり，この職能として，外部報
告を担当する会計にあっては，受託責任の遂行に関する報告が先ず第 1に考
えられるべきであると思う。
最近， AAAの1966年報告書に見られるように，会計を情報ツステムとし
て見る立場から，かかる情報システムとしての会計の提供する資料を「会計
情報」と称して，この会計情報の意思決定への有用性が第 1だとする見解が
外部報告会計にも盛んに論じられるが，そこでは将来の予測のための情報と
いう性質が前面に押出されており，前述の受託責任の遂行のための報告の場
合に見られる過去になした意思決定の結果の報告という性質とほ，会計シス
テムから作り出されるアウト・プットそのものの性質に，前者は事前的，後
者は事後的という点で明らかに相違があるのであって，前者は内部報告会計
的思考の外部報告会計への拡張と見なされるものである。外部報告会計が将
来どのような道を歩むかを予測するのは難しいが，現実の社会が委託・受託
の関係を基本として成り立っている限り，受託者にとっては，委託者から課
せられた責任の遂行が第 1義であるべきであると思う。
従って，外部報告会計を念頭に置いた会計公準が受ける会計の職能の面で
の規制ほ，この受託責任との関係においてであると考える。
要するに，会計公準は会計固有のものでなければならず，このことは会計
の対象ほ企業の経済的活動であるから，かかる活動から引出されなければな
らないことを意味する。しかし，会計公準の設定にあたっては，かかる会計
の対象だけでなく，会計の職能をも考慮に入れなければならない。というの
は，公準ほ，本来，ある理論構造の形成の基礎として，当該理論構造にある
枠組みを与えるものであるが，そのためには公準の設定が意図される研究分
野の対象とするものは何かということを明らかにすることと同時に，かかる
研究分野はどのような職能を果すことを意図しているのかを明確にするので
(35) Earl A. Spiller, Jr., "Financial Accounting", 1966, pp. 5-6. 
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なければ公準設定は不可能であり，それ故に，そのような枠組みの提供が不
可能になると考えるからである。そして，その場合，会計の対象ほ企業の経
済的活動であるから，かかる活動を取り巻く環境に関する命題は会計上，重
要ではあっても会計の公準とはならず，また会計公準は事実の記述であって，
人間行為が拠って立つべき規範となるものではなく，そのような規範として
の性質を有する命題は原則となって，会計を行なう人の行為を律する基準と
なるものであるから，このような意味において公正性は公準ではなく，会計
では，客観性の原則として存在することになる。また資料の有用性は会計資
料が各種の意思決定に与える影響を考える時，会計にとって考慮すべき要因
ではあるが，外部報告目的の会計が果す職能を念頭に置けば，そこでは受託
責任の遂行という職能が，先ず第 1に考えられるべきであり，資料の有用性
はまた別な範疇として捉えられるべき問題ではないかと考える。
ところで，このように会計の職能によって制約を受け，会計の対象から抽
出されて設定される会計公準が果す役割は何であろうか。それは，今までし
ばしば触れてきたように，会計理論の形成に対して基礎を提供することが挙
げられるが，このことは言い換えれば，かかる理論を実践に移すに当って行
なわれる会計行為に裏付けを与えることを意味する。そして，このことは，
遡って，ある会計行為が行なわれる理由の説明が可能か否かによって，公準
の妥当性が検証されることをも意味する。しかし，このように主張するに際
して注意せねばならないのは，このことは，公準を基として形成される理論
が現存の実務の説明にのみ終始することを意味しないということである。理
論ほこのように現存の実務に裏付けを与えることに加えて，実務の是否を判
定する基準，更には，実務の将来の発展のための指針をも提供するものでな
ければならないからである。このような理論と実務の相関関係を指摘して，
シュビラーは「実務に意味があるためには論理的でなければならないが，そ
のためには理論が必要である。従って，会計実務は，絶えず，内部的一貫性
でもって検討されなければならず，将来の実務の発展のために指針が与えら
れるべきである。一貫性に関するこの検証と指針の提供は会計理論の役割で
ある。他方，理論が会計の有用性を改善する場合のみ，その理論は良とされ
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る。会計ほ，基本的に，企業活動に関する情報を得たいと希望する人々に対
する実用的用具である。会計理論の基礎にある公準ほ一般的意味にもとづか
れねばならず，その時の事業界に関連せねばならない。更に，公準が依然と
して妥当かどうかを見るために，公準は絶えず，経験的に実在界に照して検
査されねばならない。そして，勿論，論理の欠点が会計実務から除却されね
ばならないのと正しく同様に，論理における如何なる欠陥も会計理論から除
(36) 
外されねばならない」と述べている。
そして，公準が理論に対して与えるこのような実務への指導性ほ，また，
かかる理論の実務への影響力の及ぶ範囲を限定することにもなり，このこと
ほ更に，その理論のもつ限界を指摘することにもなる。
従って，会計公準の役割ほ会計行為に裏付けを与えること，延いてほ会計
理論に対して会計実務への指導性を与えることと，会計の限界を指摘するこ
ととに要約することができる。
IV.結 び
以上，会計公準の一般的性格を検討してきた。会計理論は会計実務に対し
て指導性をもたねばならないということを考えるとき，公準ほ理論に対して
一貫性を付与するという点で，そのもつ意義ほ大きい。しかし，会計理論に
一貫性を付与して，その理論が実務に対して指導性をもっためには，会計公
準ほ理論形成のための単なる仮定であってはならず，それほ現実界から帰納
された，会計理論形成のための基本的前提でなければならない。このことほ
会計の対象ほ企業の経済的活動であるから，会計公準ほかかる活動から引出
されねぼならないことを意味する。そして，このように，現実界から引出さ
れねばならないところに会計の公準は事実の記述であるといわれる所以があ
るが，このことがまた，会計公準に可変性を有せしめる。これほ，言い換え
れば，会計公準の妥当性はそこから形成された理論の実務への指薄性によっ
て検証されることを意味する。このように会計理論が会計実務に対して指導
(36) Earl A. Spiller, Jr., "Theory and Practice in the Development of Account-
ing", The Accounting Review, October 1964, p. 859. 
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性を有するということが，それがまた，会計公準が会計実務に対して裏付け
を提供することを意味すると同時に，また他方では，会計理論が会計実務に
対して指導性を発揮するに際して，会計公準は会計理論の限界を明らかにす
ることにもなる。そして，このように，会計実務に対して裏付けを提供し，
会計理論の限界を指摘するところに会計公準の意義があるといえる。しかし，
会計公準にこのように意義有らしめるにほ会計の職能が明確にされなければ
ならない。外部報告会計について言えば，それは受託責任の遂行に関する報
告である。従って，かかる職能を念頭に置いた公準を設定した場合，そのよ
うな公準を基礎として形成される理論は当該職能の遂行にほ十分貢献するも
のでなければならない。会計公準の意義は正にこの点にあるといえるのでは
ないかと思う。
